
1 . 被扶養者の認定を受けようとする者は個人番号欄に、個人番号カード等で確認して正確に記入してください。
2 . 「続柄」は戸籍上の続柄で記入してください。　例：「子」→長男
3 . 「年間所得推計額」欄には、その者の恒常的な収入として見込まれる勤労所得、資産所得、事業所得、その他の所得の累計額を記入してください。
4 . 扶養事実の発生（消滅）の理由は、「被扶養者の要件を備え又は欠くに至った年月日及びその理由」欄に具体的に詳しく書いてください。
　  なお、被扶養者の認定（取消）を受けようとする者が高齢者の医療の確保に関する法律第 50条第２号の規定による障害の認定を受けている場合には、当該欄にその者に係る
　  被保険者証に記載された資格取得年月日及び有効期間を記入してください。
5 . 扶養手当の支給を受けている者について認定を受けようとするときは、給与事務担当者の証明印を受けてから提出してください。
6 . ※印欄は記入しないでください。
（注） 配偶者（20歳～60歳）の認定申告及び取消申告の際、国民年金第３号被保険者関係届を添付してください。

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

上記のとおり申告します。
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1 . 被扶養者の認定を受けようとする者は個人番号欄に、個人番号カード等で確認して正確に記入してください。
2 . 「続柄」は戸籍上の続柄で記入してください。　例：「子」→長男
3 . 「年間所得推計額」欄には、その者の恒常的な収入として見込まれる勤労所得、資産所得、事業所得、その他の所得の累計額を記入してください。
4 . 扶養事実の発生（消滅）の理由は、「被扶養者の要件を備え又は欠くに至った年月日及びその理由」欄に具体的に詳しく書いてください。
　  なお、被扶養者の認定（取消）を受けようとする者が高齢者の医療の確保に関する法律第 50条第２号の規定による障害の認定を受けている場合には、当該欄にその者に係る
　  被保険者証に記載された資格取得年月日及び有効期間を記入してください。
5 . 扶養手当の支給を受けている者について認定を受けようとするときは、給与事務担当者の証明印を受けてから提出してください。
6 . ※印欄は記入しないでください。
（注） 配偶者（20歳～60歳）の認定申告及び取消申告の際、国民年金第３号被保険者関係届を添付してください。
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